
１　目的と経緯

　

２　計画の位置づけ

３　計画期間

「第３次熊本市消費者行政推進計画」骨子案（概要）

文化市民局　生活安全課　消費者センター

第１章　熊本市消費者行政推進計画について

第２章　消費者行政をめぐる現状と課題

　〇「熊本市消費生活条例」に基づき、消費者施策を総合的かつ計画的に推進するため、平成２６

　　年（２０１４年）に「熊本市消費者行政推進計画」を策定。

　〇「消費者教育の推進に関する法律」に基づき、消費者教育を総合的かつ計画的、体系的に推進

　　するため、平成２９年（２０１７年）に「熊本市消費者教育推進計画」を策定。

　〇「熊本市消費者行政推進計画」と「熊本市消費者教育推進計画」の計画期間満了に伴い、平成

　　３１年（２０１９年）に両計画を統合し、「第２次熊本市消費者行政推進計画」を策定。

令和４年度（２０２２年度）から令和８年度（２０２６年度）までの５年間

１ 第２次熊本市消費者行政推進計画の成果
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２　消費者を取り巻く環境の変化

３　熊本市における消費生活相談の状況

ア　相談の現状

　・熊本地震後急増していた相談件数は減少傾向。

　・令和２年（２０２０年）１月以降、新型コロナウイルス感染症に関連した相談が増加

　している。

イ　相談内容

　・商品・サービス別では、「商品一般」、「デジタルコンテンツ」、「不動産貸借」に

　関する相談が上位。

　・令和２年度（２０２０年度）は、「他の健康食品」、「保健衛生品その他」に関する

　相談が増加。　

ウ　年代別相談状況

　・ほとんどの年代の相談件数が減少傾向にある中、１０歳代、２０歳代からの相談は増加。

エ　高齢者の相談状況

　・高齢者をターゲットにした、架空請求や投資を装った詐欺に関する相談が増加。

ア 商品、サービス、

取引形態の複雑・

多様化

スマートフォン等の普及により、

電子商取引が拡大、消費者の利

便性が向上。

利便性が高くなる反面、取

引形態が複雑・多様化し、

消費者被害が拡大。

イ 高齢化の進行

６５歳以上高齢化率の増加

２３．５％（２０１４年）⇒

２９．６％（２０３０年）

ウ 災害への対応
地震関連相談への対応、新

たな災害等への備えとして、

被災時の相談体制整備。

エ 成年年齢の引下げ

オ 消費者行政におけ

る「持続可能な開

発目標(SDGs)」の

達成

カ 新型コロナウイル

ス感染症に伴う消

費者トラブル

令和４年（２０２２年）４月、

成年年齢が１８歳へ引き下げら

れ、若年者の契約行為が可能と

なる。

食品ロス削減などの持続可能な

社会の実現に向けた社会的課題

の解決。

新型コロナウイルス感染症に便

乗した悪質商法等が増加。

未成年者取消権が行使でき

ず、解決困難となる若者の

消費者トラブルへの対応。

食品ロス削減に向けた取組

や倫理的消費（エシカル消

費）の普及啓発。

消費者の不安に乗じた悪質

商法や詐欺等への対応。

現状 課題項目

高齢者の増加と加齢等によ

る消費リスクが増加するこ

とへの対応。

熊本地震の発生から５年経過し

た現在も消費者トラブルが発生。

災害の激甚化や多発化。
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４　課題への対応

第３章　施策の展開　ー計画の体系ー

ア 消費者センターの認知度の向上

認知度の向上による消費者被害の未然防止

や迅速な救済・解決

イ 複雑・多様化している消費生活相談へ

の対応

社会情勢の変化に伴う様々な相談に対する

適切な対応

オ 災害への対応

熊本地震関連消費者トラブル対応、災害発

生時に被災状況に応じた相談体制の構築等

ウ 高齢者等の消費者被害の未然防止

消費生活地域見守りサポーター育成や地域

包括支援センター等関係機関との連携

エ インターネットに関する消費者被害の

防止

増加するインターネット関連の消費者トラ

ブル防止のための啓発

カ 若者への消費者教育

成年年齢引下げに伴う若者の消費者トラブ

ル未然防止に向けた消費者教育の強化

キ 消費者行政における「持続可能な開発

目標（ＳＤＧｓ）」の達成

倫理的消費（エシカル消費）などのＳＤＧ

ｓに沿った取組の実施

ク 新型コロナウイルス感染症への対応

正確な情報発信及びメール等により感染症

の影響を受けにくい相談体制構築
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１　推進体制

（１）庁内の推進体制

　庁内関係部署課長で構成する「消費者行政庁内連絡会」において各施策を推進するとともに、関連

事業の進捗管理を行います。

（２）消費者行政推進委員会

を定期的に開催し、各施策について意見を求めます。

２　進捗管理

　本計画に掲げる事項についてPDCAサイクルの考えを取り入れ、「消費者行政庁内連絡会」、「消費

者行政推進委員会」による検討を行い、必要に応じ、計画変更や事業の見直し等の措置を講じるなど、

効果的な施策推進に取り組みます。

第４章　個別施策　ー施策の柱と方向ー

（５）消費生活地域見守りサポーター養成講座修了者数 137人 430人

第６章　計画の推進　ー推進体制の整備、検証・評価ー

　学識経験者、消費者・事業者関係団体、公募委員により構成した「熊本市消費者行政推進委員会」

（４）消費者教育に関する出前講座の回数 84回（Ｒ元の実績） 110回

（３）クーリング・オフ制度を知っている市民の割合 95.0%

＜施策10＞
食品ロスの削減に向けた取組の推進

（２）消費者センターへの相談により解決可能となった割合 93.8% 100%

96.8%

第５章　第３次計画の成果指標

目標値
Ｒ８（2026）

基準値
R２（2020）

成果指標の項目

（１）消費者センターの認知度 70.9% 83.0%

＜施策９＞
環境の保全その他の持続可能な社会
の形成に資する取組の推進

・適正な表示の推進
・適正な計量の推進
・生活関連商品の安定供給等

・啓発活動の推進
・ライフステージに応じた体系的な消費者教育の推進
・消費者教育の人材（担い手）の育成及び支援

・高齢者の消費者被害の未然防止及び救済
・障がい者の消費者被害の未然防止及び救済
・若年者の消費者被害の未然防止及び救済

・インターネット通信トラブルへの対応
・電子商取引トラブルへの対応

・循環型ライフスタイルの推進
・消費者に対する環境教育の推進
・人・社会・地域に配慮した消費の普及・啓発

施策の柱

＜施策１＞
消費者被害の防止

＜施策２＞
消費者被害の救済

＜施策３＞
事業者に対する指導

＜施策４＞
商品、役務（サービス）の安全・安
心の確保

施策の方向

・情報提供の推進
・苦情・相談情報の活用
・関係機関との連携

・消費者被害の救済
・相談体制の充実
・訪日外国人・在留外国人の消費者トラブルへの対応

・消費生活条例及び法令遵守のための指導

・食品の安全性の確保
・生活用製品等の安全性の確保
・事故情報の収集・提供等

・消費者、事業者等に対する教育・学習の推進、知識の普及・啓発
・食品関連事業者等の取組に対する支援

＜施策５＞
適正な取引環境の確保

＜施策６＞
消費者教育の推進

＜施策７＞
高齢者等のぜい弱な消費者への支援

＜施策８＞
インターネット普及への対応
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　今後のスケジュール
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